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倉田前自治大臣、地方分権・地方行
革のあり方を語る－政経懇談会－
　5月20日の政経懇談会で、倉田寛之参院議員・前

自治大臣は、地方分権・地方行革のあり方などにつ

いて語った。

■地方自治体は、合併の自主的努力を

　現在3,000以上ある自治体を、合併により少な

くとも1,000ぐらいまでにするよう地方自治体は

自主的努力をすべきだ。また、地方分権の議論では、

必ず地方の受け皿としての行政能力が問題になる

が、まずは１度任せてやらせてみた方がいい。

■地方分権の進んだ姿を住民に示すことが重要

　地方の住民は、自分たちの生活が、地方分権の促

進によりどう変わるのかが具体的によくわかって

いない。

　例えば、現在、縦割り行政の弊害で役所の窓口で

たらいまわしにされることがあるが、そうした窓口

の一本化が可能なことや、文部省と厚生省で管轄が

違う幼稚園と保育所の行政管轄を一元化できるこ

と、さらに、文部省のカリキュラムに沿った全国一

律の教育に地域の歴史や文化教育をとりいれるこ

とができることなど、地方分権によって可能となる

具体例をもっと国民に示さなければならない。

■住民基本台帳ネットワークシステムの構築

　ＩＣカードに姓名、性別、住所、生年月日の基本的

な４項目を登録する住民基本台帳ネットワークシ

ステムは、すでに法案を提出できる直前まで準備は

できている。このシステムの導入により、転出入手

続きや住民票写し交付業務などが削減でき、年間約

5,000万時間（約３万人分の労働時間に相当）の節

約につながる。また、将来的には、このＩＣカードで

健康保険、年金などの管理も可能となるし、国内ど

こでも投票ができ、在外邦人の投票も可能となるな

ど、選挙制度にも変革をもたらす可能性を秘めたも

のである。

　現在、自治省が省庁間調整を行っているようだ

が、なかなか実現しない。自治省でできないようで

あれば、参議院の議員立法で提案していきたい

森山眞弓衆院議員、教育改革の
あり方を語る－政経懇談会－
　6月4日の政経懇談会で、自民党文教制度調査会

長で元文部大臣の森山眞弓衆院議員は、橋本総理が

進める６大改革の１つである教育改革に関し、自民

党の取組状況や改革のあり方などについて語った。

■教育の振興に力を尽くした先輩方の先見性に敬

　意を表する

　明治維新後、日本が近代国家の仲間入りができた

のも、ひとえにその基礎に義務教育の普及があった

からだ。当時、ややもすれば産業振興や軍備増強に

のみ重点が置かれがちななかで、教育だけは譲れな

いと力を尽くした関係諸先輩方の先見性には心か

ら敬意を表したい。

■教育の量的拡大は限界

　戦後、義務教育が6年から9年に延び、10年ぐら

い前に高等学校への進学率が90％、大学への進学

率も40％と上昇し、教育の量的拡大の限界が見え

てきた。この量的拡大の弊害として、いわゆる画一

的な偏差値教育になじめない子供たちがいじめや

不登校をおこすという問題がもち上がってきた。

■教育基本法と学校教育法の見直しが必要

　従来の教育改革では、教育基本法はいじらないの

が前提であったが、今の教育基本法は占領軍の指導

でできたものであり、世界平和への貢献ということ

はでてくるが、自国に誇りを持つ国民の育成だと

か、国の発展に寄与する教育の推進ということは

まったくでてこない。

　また、学校教育法も中学校に関する事項は非常に

少なく、中学校を卒業した時点でどういう国民に

なってほしいかが具体的には何も示されていない。

■自民党ならではの改革案をまとめたい

　以上にのことは、文部大臣が諮問する中央教育審

議会が扱うには必ずしもふさわしいとは思われな

いので、自民党ならではの改革案をできれば８月中

にまとめたい。

大島理森衆院議員、国会の現状
と問題点を語る－政経懇談会－

　6月16日の政経懇談会で、大島理森衆院議員・自

民党国会対策副委員長は、国会の現状と問題点、さ

らにその改革の方向性について語った。

■日本の国会の特徴

　日本の国会の特徴は、第一に会期主義、第二に委

員会中心主義、第三に事前調整型政治ということが

できる。

　法案は自民党、次に与党３党で調整した後に閣議

決定され、国会に提出される。そのため、国会の舞台

に上がったときは、与党は既に議論する必要がな

く、野党しか質問しない。それが、国会が面白くない

といわれている原因の一つとなっている。

■国会の問題点と改革の方向性

　まず第一に、事前調整を中心とする国会の今の審

議プロセスを見直す必要がある。委員会を実質的な

ディベートの場とすべきだ。ただ、これには、自民党

の政務調査会の部会長や族議員は絶対反対するだ

ろう。そこで、英国のように100人近くの大臣・副

大臣等が入閣し、自分たちで国会運営もすれば、答

弁もするという形に変えれば、少しは面白くなるの

ではないか。

　第二に、議員内閣制のもとで、立法機関である国

会と執行機関である行政の関係がどうあるべきか

という問題がある。行政と国会の間にいい意味での

緊張関係をつくるための監視機能、評価機能という

ものが必要なのではないか。

　第三に国会が情報化への対応、あるいは情報公開

の促進という問題をどう考えるのかという問題が

ある。まずは、手始めに各委員会にテレビを入れて、

国民に常時、委員会の様子を流し続けることを実現

したい。そうすれば、国民に見られているというこ

とで居眠りもなくなるであろうし、ディベートも活

発になるのではないか。

■今後の政局

　今国会では、男女雇用機会均等法やNPO法案な

ど、法文中に「市民」とか「人権」という言葉が出てく

る法案が増えたが、これは国民のニーズを反映した

ものだ。また、議員立法が増加しているが、いい傾向

だ。国民のニーズが多様化し、政治の場で問題解決

を求められる事柄が増えている中で、先の政治改革

で志向された二大政党制が果たして日本の政治に

なじむのかという疑問が生じている。政党乱立、多

党化という傾向は当分続くのではないか。ただ、一

部を除いて、各政党とも極端に違う対立軸を持って

いるわけではなく、日本が直面する問題に対して、

共通した問題意識は持っている。自民党は、これら

共通した問題意識を持ってはいるが、価値観が少し

ずつ違う政党やグループの意見をどう整理統合し

ていくかという課題に取り組まなければならない。

　今後の日程としては、9月3日か9日頃が総裁選

の告示、同じく9月9日頃、臨時国会の召集になるの

ではないか。総裁選は橋本総理一人の立候補で自動

的に決まると思われる。臨時国会開会までの間に内

閣改造と党役員人事に手を付けるではないか。

　秋の臨時国会を現在の与党3党の体制で乗り切

れるのかという声があるが、臨時国会では、日米防

衛協力の指針(ガイドライン)の法律化の問題は出

てこないと思う。中心は財政再建法である。むしろ、

ガイドラインに伴う諸法、財政再建法に伴う諸法な

どが上がってくるのが、来年の通常国会であり、し

かも来年の夏には参議院選挙ということから、その

時に、今の「自社さ」の体制でやれるかどうか難しい

局面を迎えるのではないか。

　6月より、インターネットの経団連ホーム

ページの中で企業人政治フォーラム関連情報
の提供を開始しました。現在は、企業人政治

フォーラムの概要、活動状況、速報、規約を登録

しています。速報は過去のバックナンバーもす
べて登録しています。今後、漸次、情報を増やし

ていく予定ですので、是非ご活用ください。

経団連ホームページのアドレス

http://www.keidanren.or.jp/indexj.html

インターネットで情報提供開始


